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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 6,013 7,429 6,084 13,431 16,136

経常利益 (百万円) △265 △103 △299 103 253

中間(当期)純利益 (百万円) △162 △80 △207 44 108

純資産額 (百万円) 4,592 4,806 5,370 4,894 5,287

総資産額 (百万円) 16,387 18,515 17,510 17,118 17,841

１株当たり純資産額 (円) 529.71 561.41 609.71 564.60 599.79

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) △18.69 △9.33 △23.55 5.14 12.54

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.0 26.0 30.7 28.6 29.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 60 96 3 146 305

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △29 294 △218 △81 194

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △41 △47 △58 △43 9

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,276 1,652 1,544 1,309 1,818

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
517 
[68]

497
[77]

509
[87]

501 
[69]

497
[81]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 5,125 6,509 4,981 11,711 14,505

経常利益 (百万円) △278 △115 △368 62 210

中間(当期)純利益 (百万円) △169 △86 △248 21 86

資本金 (百万円) 1,641 1,641 1,641 1,641 1,641

発行済株式総数 (株) 8,970,000 8,970,000 8,970,000 8,970,000 8,970,000

純資産額 (百万円) 4,440 4,655 5,154 4,751 5,125

総資産額 (百万円) 15,337 17,405 16,359 16,013 16,795

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 2.50 5.00

自己資本比率 (％) 29.0 26.7 31.5 29.7 30.5

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
403 
[49]

376
[46]

373
[44]

389 
[48]

374
[46]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

空調関連事業 
  

281(77) 

サーモデバイス事業 
  

62( 2) 

その他の事業 
  

126( 7) 

全社(共通) 
  

40( 1) 

合計 
  

509(87) 

従業員数(人) 373(44) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油・鉄鋼等の原材料価格の高騰や大型ハリケーンの影響による米国経済

の先行き不安など懸念材料がありましたものの、ＩＴ分野の在庫調整がほぼ完了し、企業収益の改善を背景とした

設備投資の増加に加え、株式市場も好調さを維持いたしました。また、所得・雇用情勢も徐々に持ち直しつつあ

り、個人消費にも明るさが出始めるなど全般的に景気は緩やかではありますが、踊り場から脱却に向かう回復基調

で推移いたしました。 

このような情勢の中で当社グループは、「サーモデバイス事業の収益安定化」、「環境空調事業の利益改善プロ

ジェクトの達成」、「残さ処理設備事業の拡充」を重点課題として取り組み、競争力の強化と業績の向上に努めて

まいりました。 

サーモデバイス事業につきましては、近年大幅な増収を続けてまいりましたが、ＩＴ（液晶）製造装置について

前事業年度末頃より海外（特に台湾）を中心に設備投資抑制が目立ち始め受注が減少、その影響をうけ売上が大き

く減少いたしました。しかし、一方韓国での販路拡大を目指し、韓国企業（韓国パイオニクス㈱）への出資並びに

技術供与契約を締結しております。 

環境空調事業につきましては、コスト低減により材料費の値上がりを補充し、また柔軟な価格政策により受注確

保に努めました結果、若干ではありますが売上を伸ばすことができました。 

残さ処理設備事業につきましては、食品リサイクル法を受けて食品関連業者からの引合が増えておりますが、ま

だ開発的な費用が嵩み、収益を上げる状態には至っておりません。 

その結果、連結売上高は60億8千4百万円（前年同期比18.1％減）、また受注高につきましても66億9千7百万円

（前年同期比 9.3％減）となりました。 

損益面では、主力の環境事業製品は前年度実施した設備投資等の効果が徐々に現われ収益改善に寄与したもの

の、やはりサーモデバイス事業の大幅な売上減少に伴う減益の影響が大きく、経常損失は2億9千9百万円（前年同期

は経常損失1億3百万円）、また中間純損失は2億7百万円（前年同期は中間純損失8千万円）となりました。 

なお、当社グループの主力製品である空調機器、熱源機器、景観製品及び請負工事は、季節による需要の変動が

著しく、下半期に売上が集中する傾向にあります。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

・空調関連事業 

空調関連事業につきましては、空調・熱源機器の販売ルートの強化、環境機器（空気清浄機、箔ヒーター）の拡

販努力が実をむすび増収となりました。 

その結果、当事業の売上高は38億5千2百万円（前年同期比2.6％増）、受注高は41億3千3百万円（前年同期比

1.9％増）となりました。 

  

  

・サーモデバイス事業 

サーモデバイス事業につきましては、前年度までは急激な成長を遂げておりましたが、前年度後半より特に台湾

のパネルメーカーの動きがやや長い踊り場の状況となっており、当中間連結会計期間は低調に推移いたしました。 

その結果、当事業の売上高は11億1千8百万円（前年同期比54.8％減）、受注高は10億4千5百万円（前年同期比

32.6％減）となりました。 



  

  ・その他の事業 

その他の事業につきましては、都市景観事業の橋梁用防護柵、橋の欄干等は、微減ながらほぼ前年度並みの売上

を計上することが出来ましたが、空調、給排水衛生設備を扱う請負工事は、大型物件の完成が下期にずれたため減

収となりました。 

その結果、その他の事業の売上高は11億1千3百万円（前年同期比7.3％減）、受注高は15億1千7百万円（前年同期

比14.3％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、15億4千4百万円となり、前連結

会計年度末より2億7千3百万円減少いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により増加した資金は、3百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純損失3億2千9百万円、た

な卸資産の増加額5千8百万円、仕入債務の減少額8億3千9百万円による減少と売上債権の減少額7億8千7百万円、そ

の他資産・負債の増減額に含めて表示しております預り金の増加額3億6千5百万円、減価償却費1億3千万円による増

加であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は、2億1千8百万円となりました。これは主に固定資産取得による支出8千7百万円と

投資有価証券等の取得による支出1億2千5百万円等による減少であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は、5千8百万円となりました。これは主に配当金4千4百万円による減少でありま

す。 

  

なお、「第２ 事業の状況」に掲げる金額には消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 (1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

空調関連事業 2,816 △4.1 

サーモデバイス事業 1,051 △60.7 

その他の事業 1,317 5.5 

合計 5,184 △24.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

空調関連事業 4,133 1.9 1,216 △2.5 

サーモデバイス事業 1,045 △32.6 1,559 △23.6 

その他の事業 1,517 △14.3 1,103 △34.3 

合計 6,697 △9.3 3,879 △21.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

空調関連事業 3,852 2.6 

サーモデバイス事業 1,118 △54.8 

その他の事業 1,113 △7.3 

合計 6,084 △18.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ナカン㈱ 2,099 28.3 999 16.4

㈱山武 310 4.2 418 6.9

朝日機器㈱ 333 4.5 310 5.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間における重要な契約は次のとおりであります。 

  

当社が技術援助契約を与えている契約 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、常に独創技術の開発を基本理念として、新材料の開発から製品の開発、さらには生産技術の開発

に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。 

研究開発は各事業部門の技術担当部門がそれぞれの事業部門に関連する特徴ある製品開発を展開し、独自の生産技

術を駆使して個性ある製品を市場に提供しております。また、外部研究所との共同開発も継続して行っております。 

この各事業部の研究開発を全社的に推進し、組織的運営を行うため「総合研究開発部」を設置し、開発会議・開発

委員会といった全社横断的な組織のもとで部門間の技術交流促進と長期的展望に立った新しい事業製品開発及び工業

所有権の管理等を行っております。 

当中間連結会計期間は、空調関連事業では、エコキュート試験研究、箔ヒーター試験研究等に1千7百万円、サーモ

デバイス事業では、電気炉試作試験等に1千6百万円、その他の事業では、真空乾燥機試験等に1千1百万円の研究開発

を行いました。この結果、当中間連結会計期間中に支出した研究開発費の総額は、4千4百万円であります。 

  

  

  

  

相手会社名 国名 契約製品 技術提携の内容 契約期間 

韓国パイオニクス㈱ 韓国 熱処理炉 技術的情報の供与
自 平成17年９月 
 至 平成27年９月 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,970,000 8,970,000 福岡証券取引所 ― 

計 8,970,000 8,970,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 8,970 ― 1,641 ― 1,832



(4) 【大株主の状況】 

(平成17年９月30日現在) 

  

 (5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権の数5個)含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式52株が含まれております。 

  

  

  

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

三井金属鉱業株式会社 東京都品川区大崎1丁目11番1号 485 5.40

飯田直廣 福岡市南区若久3丁目36番7号 447 4.99

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神2丁目13番1号 418 4.66

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前3丁目1番1号 400 4.45

飯田久泰 福岡市南区多賀1丁目6番8号 369 4.12

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町4丁目2番36号 357 3.98

住友商事株式会社 東京都中央区晴海1丁目8番11号 345 3.84

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀1丁目2番1号 200 2.22

稲田好美 福岡県福津市宮司2295－62 198 2.20

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町1丁目2番3号 190 2.11

計 ― 3,411 38.03

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 161,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式8,627,000 8,627 ― 

単元未満株式 普通株式 182,000 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 8,970,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,627 ― 



② 【自己株式等】 

(平成17年９月30日現在) 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は福岡証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
昭和鉄工株式会社 

福岡市東区箱崎ふ頭3丁目
１番35号 

161,000 ― 161,000 1.79

計 ― 161,000 ― 161,000 1.79

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 260 260 278 280 285 285

最低(円) 255 240 240 275 275 280



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第５号)附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 金額の表示単位の変更について 

当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で

記載しておりましたが、前連結会計年度及び前事業年度より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比較

を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    1,706 1,558   1,832 

 ２ 受取手形及び 
   売掛金等 ※2,4  5,646 4,706   5,493 

 ３ たな卸資産    3,082 2,633   2,574 

 ４ 繰延税金資産    180 292   121 

 ５ その他    200 145   74 

   貸倒引当金    △12 △8   △11 

   流動資産合計    10,804 58.4 9,328 53.3   10,085 56.5

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物及び構築物 ※２ 1,508   1,431 1,465   

  (2) 機械装置及び 
    運搬具 ※２ 703   614 647   

  (3) 土地 ※２ 1,733   1,733 1,733   

  (4) その他   194 4,140 22.4 186 3,964 22.6 166 4,012 22.5

 ２ 無形固定資産    94 0.5 110 0.6   106 0.6

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※2,3 2,069   3,036 2,484   

  (2) 繰延税金資産   904   444 672   

  (3) その他   541   671 527   

   貸倒引当金   △38 3,476 18.7 △45 4,106 23.5 △47 3,636 20.4

   固定資産合計    7,711 41.6 8,182 46.7   7,756 43.5

   資産合計    18,515 100.0 17,510 100.0   17,841 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び 
   買掛金等    4,599 2,863   3,703 

 ２ 短期借入金 ※２  4,822 4,530   4,531 

 ３ その他    1,259 1,445   994 

   流動負債合計    10,680 57.7 8,839 50.5   9,229 51.7

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金 ※２  908 1,186   1,197 

 ２ 退職給付引当金    1,526 1,548   1,548 

 ３ 役員退職慰労引当金    131 123   138 

 ４ その他    461 442   440 

   固定負債合計    3,028 16.3 3,300 18.8   3,325 18.7

   負債合計    13,708 74.0 12,139 69.3   12,554 70.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,641 8.9 1,641 9.4   1,641 9.2

Ⅱ 資本剰余金    1,982 10.7 1,984 11.3   1,984 11.1

Ⅲ 利益剰余金    1,118 6.0 1,056 6.0   1,308 7.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    158 0.9 724 4.2   399 2.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    △3 △0.0 0 0.0   △11 △0.0

Ⅵ 自己株式    △90 △0.5 △36 △0.2   △34 △0.2

   資本合計    4,806 26.0 5,370 30.7   5,287 29.6

   負債及び資本合計    18,515 100.0 17,510 100.0   17,841 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    7,429 100.0 6,084 100.0   16,136 100.0

Ⅱ 売上原価    6,063 81.6 4,944 81.3   12,937 80.2

   売上総利益    1,365 18.4 1,140 18.7   3,199 19.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  1,450 19.5 1,418 23.3   2,908 18.0

  営業利益又は 
営業損失(△) 

   
   △84 △1.1 △278 △4.6   290 1.8

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   0   1 1   

 ２ 受取配当金   16   21 23   

 ３ 受取地代家賃   12   10 23   

 ４ 持分法による 
   投資利益   5   8 27   

 ５ その他 ※2 22 57 0.7 10 51 0.9 46 122 0.8

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   52   52 104   

 ２ その他   23 75 1.0 20 73 1.2 55 159 1.0

   経常利益又は 
   経常損失(△)    △103 △1.4 △299 △4.9   253 1.6

Ⅵ 特別損失          

 １ 製品保証損失   ―   28 ―   

 ２ ゴルフ会員権評価損   ― ― ― 1 29 0.5 17 17 0.1

   税金等調整前当期純 
利益又は税金等調整 
前中間純損失(△) 

   △103 △1.4 △329 △5.4   236 1.5

   法人税、住民税 
   及び事業税   18   41 40   

   法人税等調整額   △40 △22 △0.3 △162 △121 △2.0 86 127 0.8

   当期純利益又は 
中間純損失(△) 

    
   △80 △1.1 △207 △3.4   108 0.7

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,982 1,984   1,982

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益 － － － － 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  1,982 1,984   1,984

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,221 1,308   1,221

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   当期純利益 ― ― ― ― 108 108

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 21 44 21 

 ２ 中間純損失 80 102 207 251 ― 21

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  1,118 1,056   1,308

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前中間純損失(△) 

 △103 △329 236

  減価償却費  139 130 290

  貸倒引当金の増減額 
  (減少:△) 

 2 △6 △4

  退職給付引当金の増減額 
  (減少:△) 

 △22 △0 △0

  役員退職慰労引当金の増減額 
  (減少:△) 

 5 △15 12

  受取利息及び受取配当金  △17 △22 △24

  支払利息  52 52 104

  持分法による 
  投資損益(益:△) 

 △5 △8 △27

ゴルフ会員権評価損  ― 1 17

  売上債権の増減額(増加:△)  △146 787 6

  たな卸資産の増減額 
  (増加:△) 

 △1,044 △58 △537

  仕入債務の増減額(減少:△)  988 △839 205

  その他資産・負債の増減額  292 376 86

  その他  2 △18 23

    小計  142 51 387

  利息及び配当金の受取額  24 29 54

  利息の支払額  △51 △52 △103

  法人税等の支払額  △19 △24 △33

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 96 3 305



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  定期預金の預入による支出  △54 △14 △68

  定期預金の払戻による収入  574 14 628

  投資有価証券等の取得による 
  支出 

 △14 △125 △25

  投資有価証券等の売却による 
  収入 

 46 ― 46

  有形・無形固定資産の 
  取得による支出 

 △249 △87 △399

  有形・無形固定資産の 
  売却による収入 

 0 ― 0

  その他  △7 △5 13

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 294 △218 194

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の純増減額 
  (減少:△) 

 △390 △1 △390

  長期借入れによる収入  690 ― 1,290

  長期借入金の返済による支出  △301 △11 △902

  配当金の支払額  △21 △44 △21

自己株式の取得による支出  △24 △1 △25

自己株式の処分による収入  ― ― 59

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △47 △58 9

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少:△) 

 343 △273 509

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 1,309 1,818 1,309

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 1,652 1,544 1,818

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

 北海道昭和鉄工㈱ 

朝日テック㈱ 

昭和ネオス㈱ 

昭和トータルサービス

㈱ 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ) 持分法適用関連会社

は、大連氷山空調設備

有限公司１社でありま

す。 

(ロ) 持分法を適用してい

ない関連会社１社(㈱

クリーンサポート) に

ついては、中間純損益

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から

除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽

微であり、持分法の適

用範囲から除外してお

ります。 

 なお、三和サービス

㈱については提出会社

が当該会社の議決権の

20％を所有しておりま

すが、提出会社より上

位の株主が存在し、影

響力を行使し得ないた

め、関連会社として取

扱っておりません。 

(イ)   同左 

  

  

  

(ロ) 持分法を適用してい

ない関連会社１社(㈱

クリーンサポート) に

ついては、中間純損益

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から

除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽

微であり、持分法の適

用範囲から除外してお

ります。 

  

(イ)   同左 

  

  

  

(ロ) 持分法を適用してい

ない関連会社１社(㈱

クリーンサポート) に

ついては、当期純損益

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から

除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微で

あり、持分法の適用範

囲から除外しておりま

す。 

    



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(事業年度)

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は一致し

ております。 

同左 連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

  

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法によっており

ます。(評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算 定 し て お り ま

す。) 

時価のないもの 

    移動平均法による

原価法によっており

ます。  

  

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

連結決算日の市場

価格等に基づく時価

法によっておりま

す。(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております。) 

時価のないもの 

同左 

  (ロ) たな卸資産 

   製品、商品及び仕掛

品は主として総平均法

による原価法によって

おります。 

   原材料は移動平均法

による原価法によって

おります。 

   未成工事支出金は個

別法による原価法によ

っております。 

(ロ) たな卸資産 

同左 

(ロ) たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

   主として定率法によ

っております。 

   主な耐用年数は、建

物及び構築物(３年～

50年)、機械装置及び

運搬具(４年～12年)で

あります。 

(イ) 有形固定資産 

同左 

(イ) 有形固定資産 

同左 

  (ロ) 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。 

(ロ) 無形固定資産 

同左 

(ロ) 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

(イ) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

  (ロ) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。 

(ロ) 退職給付引当金 

同左 

(ロ) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ハ) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金規程に基

づく中間連結会計期間

末要支給額を計上して

おります。 

(ハ) 役員退職慰労引当金 

同左 

(ハ) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計

上しております。 

 (4) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 (5) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許資金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

資金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



  
会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

―――――― 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,611百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,861百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,746百万円 

      

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 
受取手形 
及び 
売掛金等 

237百万円 (   ―百万円)

建物及び 
構築物 452百万円 (  154百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

9百万円 (    9百万円)

土地 552百万円 (  266百万円)

投資 
有価証券 557百万円 (   ―百万円)

計 1,808百万円 (  430百万円)

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 
受取手形 
及び 
売掛金等 

237百万円 (   ―百万円)

建物及び 
構築物 437百万円 (  145百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

9百万円 (    9百万円)

土地 552百万円 (  266百万円)

投資 
有価証券 869百万円 (   ―百万円)

計 2,106百万円 (  421百万円)

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 
受取手形
及び 
売掛金等 

240百万円 (  ―百万円)

建物及び
構築物 442百万円 (  150百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

9百万円 (   9百万円)

土地 552百万円 (  266百万円)

投資
有価証券 700百万円 (  ―百万円)

計 1,945百万円 (  426百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期 
借入金 1,500百万円 ( 1,000百万円)

長期 
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む) 

821百万円 (  200百万円)

計 2,321百万円 (1,200百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期 
借入金 1,537百万円 ( 1,000百万円)

長期 
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む) 

808百万円 ( 200百万円)

計 2,346百万円 ( 1,200百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期
借入金 1,540百万円 ( 1,000百万円)

長期
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む)

820百万円 (  200百万円)

計 2,360百万円 ( 1,200百万円)

      

          ―――――― ※３ 投資有価証券には、貸付投資

有価証券490百万円が含まれて

おります。 

          ―――――― 

      

※４ 受取手形割引高 

                     32百万円 

※４ 受取手形割引高 

21百万円 

※４ 受取手形割引高 

141百万円 

      受取手形裏書譲渡高 

9百万円 

  

     

  

    輸出債権譲渡高 

64百万円 

  

     



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

減価償却費 24百万円

退職給付費用 18百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

7百万円

従業員給料手 

当 
503百万円

発送費 227百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

減価償却費 19百万円

退職給付費用 46百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

7百万円

従業員給料手 

当 
508百万円

発送費 176百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

減価償却費 43百万円

退職給付費用 72百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

14百万円

従業員給料手 

当 
1,019百万円

発送費 469百万円

      

※２ 営業外収益「その他」の主な

内容は、投資有価証券売却益6

百万円であります。 

          ―――――― ※２ 営業外収益「その他」の主な

内容は、ロイヤリティ収入15

百万円であります。 

      

 ３ 当社グループの売上高(又は

営業費用)は、事業の性質上、

連結会計年度の上半期の売上高

(又は営業費用)と下半期の売上

高(又は営業費用)との間に著し

い相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動がありま

す。 

同左           ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金 1,706百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△54百万円

現金及び現金同等物 1,652百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金 1,558百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△14百万円

現金及び現金同等物 1,544百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金 1,832百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△14百万円

現金及び現金同等物 1,818百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

    

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額  331  141  472

減価償却 
累計額 
相当額 

 101  91  193

中間期末 
残高 
相当額 

 229  49  279

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
同左 

    

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額  327 137 465

減価償却 
累計額 
相当額 

 77 85 162

中間期末 
残高 
相当額 

 250 52 302

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

 その他 
(百万円)   

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 338  149  487

減価償却
累計額 
相当額 

63  105  168

期末残高
相当額 

275  44  319

      

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 65百万円

１年超 213百万円

合計 279百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 70百万円

１年超 232百万円

合計 302百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 68百万円

１年超 250百万円

合計 319百万円

      

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

      

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

           （減損損失について） 

減損対象となるリース資産がない

ため、項目等の記載は省略してお

ります。 

  

      

          ―――――― ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 54百万円

合計 70百万円

   

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 62百万円

合計 78百万円

   



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年9月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年9月30日)  

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,638 1,902 264

② その他 33 35 2

計 1,671 1,938 266

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 127

計 127

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,639 2,847 1,207

② その他 33 43 9

計 1,673 2,890 1,217

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

  非上場株式 142

計 142



前連結会計年度末(平成17年3月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いているので該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,638 2,305 667

② その他 33 37 4

計 1,672 2,343 671

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 137

計 137



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

◎空調関連事業……………ファンコイルユニット、エアハンドリングユニット、ボイラー、バーナー、循環温浴器、空気

清浄機等 

◎サーモデバイス事業……熱処理炉等 

◎その他の事業……………景観製品、各種鋳物製品、給排水衛生工事、空調設備工事等 

  

  
空調関連事業
(百万円) 

サーモデバイス
事業(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,754 2,472 1,201 7,429 ― 7,429

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

257 ― 354 611 (611) ―

計 4,012 2,472 1,556 8,041 (611) 7,429

営業費用 4,070 2,358 1,713 8,142 (628) 7,514

営業利益又は営業損失(△) △57 114 △157 △101 16 △84

  
空調関連事業
(百万円) 

サーモデバイス
事業(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,852 1,118 1,113 6,084 ― 6,084

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

107 ― 310 417 (417) ―

計 3,959 1,118 1,424 6,502 (417) 6,084

営業費用 3,931 1,276 1,589 6,797 (434) 6,362

営業利益又は営業損失(△) 28 △158 △164 △294 16 △278

  
空調関連事業
(百万円) 

サーモデバイス
事業(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,059 4,230 3,846 16,136 ― 16,136

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

374 ― 757 1,131 ( 1,131) ―

計 8,433 4,230 4,604 17,268 ( 1,131) 16,136

営業費用 8,378 3,950 4,681 17,010 ( 1,164) 15,846

営業利益又は営業損失(△) 54 280 △77 257 33 290



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 561.41円 １株当たり純資産額 609.71円 １株当たり純資産額 599.79円

１株当たり中間純損失金
額 

9.33円
１株当たり中間純損失金
額 

23.55円
１株当たり当期純利益金
額 

12.54円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載をしておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載をしており

ません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益又は 
中間純損失(△)(百万円) 

△80 △207 108

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る当期純利益又は 
中間純損失(△) (百万円) 

△80 △207 108

普通株式の期中平均株式数(株) 8,650,292 8,813,049 8,679,972



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   1,476   1,336 1,507   

 ２ 受取手形 ※２ 1,992   1,644 1,997   

 ３ 売掛金 ※５ 3,173   2,461 3,196   

 ４ 完成工事未収入金   39   159 128   

 ５ たな卸資産   2,849   2,379 2,254   

 ６ 未成工事支出金   142   139 99   

 ７ 繰延税金資産   161   264 106   

 ８ その他   287   208 161   

   貸倒引当金   △9   △5 △8   

   流動資産合計    10,113 58.1 8,588 52.5   9,443 56.2

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物 ※２ 1,205   1,136 1,169   

  (2) 機械及び装置 ※２ 665   579 609   

  (3) 土地 ※２ 1,537   1,537 1,537   

  (4) その他   228   220 201   

   有形固定資産合計   3,637   20.9 3,475 21.2 3,518   21.0

 ２ 無形固定資産   93   0.5 109 0.7 105   0.6

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※2,3 2,247   3,209 2,659   

  (2) 長期貸付金   22   19 21   

  (3) 繰延税金資産   897   440 661   

  (4) その他   425   561 430   

   貸倒引当金   △32   △45 △44   

   投資その他の 
   資産合計   3,561   20.5 4,186 25.6 3,728   22.2

   固定資産合計    7,292 41.9 7,771 47.5   7,352 43.8

   資産合計    17,405 100.0 16,359 100.0   16,795 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形   2,861   1,410 2,174   

 ２ 買掛金   1,206   926 1,003   

 ３ 工事未払金   71   120 119   

 ４ 短期借入金 ※2 4,750   4,450 4,450   

 ５ 未払費用   511   487 462   

 ６ 未払法人税等   7   19 35   

 ７ その他   624   777 396   

   流動負債合計    10,033 57.7 8,192 50.1   8,642 51.5

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金 ※2 600   900 900   

 ２ 預り保証金   461   442 441   

 ３ 退職給付引当金   1,524   1,546 1,547   

 ４ 役員退職慰労引当金   131   123 138   

   固定負債合計    2,717 15.6 3,012 18.4   3,027 18.0

   負債合計    12,750 73.3 11,205 68.5   11,669 69.5

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,641 9.4 1,641 10.0   1,641 9.8

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   1,832   1,832 1,832   

２ その他資本剰余金   150   151 151   

   資本剰余金合計    1,982 11.4 1,984 12.1   1,984 11.8

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 任意積立金   1,000   1,000 1,000   

 ２ 当期未処分利益 
又は中間未処理 
損失(△) 

  △35   △155 136   

   利益剰余金合計    964 5.5 844 5.2   1,136 6.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    158 0.9 721 4.4   397 2.3

Ⅴ 自己株式    △90 △0.5 △36 △0.2   △34 △0.2

   資本合計    4,655 26.7 5,154 31.5   5,125 30.5

   負債資本合計    17,405 100.0 16,359 100.0   16,795 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    6,509 100.0 4,981 100.0   14,505 100.0

Ⅱ 売上原価    5,674 87.2 4,490 90.2   12,430 85.7

   売上総利益    834 12.8 490 9.8   2,075 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    937 14.4 846 17.0   1,855 12.8

   営業利益又は 
営業損失(△)    △102 △1.6 △356 △7.2   219 1.5

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   0   1 1   

 ２ その他 ※1 66 67 1.0 59 60 1.2 144 145 1.0

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   47   47 94   

 ２ その他 ※2 32 80 1.2 25 72 1.4 60 154 1.0

   経常利益又は 
   経常損失(△)    △115 △1.8 △368 △7.4   210 1.5

Ⅵ 特別損失          

 １ 製品保証損失   －   28 －   

 ２ ゴルフ会員権評価損   － － － 1 29 0.6 17 17 0.2

   税引前当期純利益又 
は税引前中間純損失 
(△) 

   △115 △1.8 △398 △8.0   193 1.3

   法人税、住民税 
   及び事業税   7   7 15   

   法人税等調整額   △36 △29 △0.5 △156 △149 △3.0 91 106 0.7

   当期純利益又は 
中間純損失(△)    △86 △1.3 △248 △5.0   86 0.6

   前期繰越利益    50 92   50 

   当期未処分利益 
又は中間未処理 
損失(△) 

   △35 △155   136 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

 移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間会計期間末日の

市場価格等に基づく時

価法によっておりま

す。(評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等

に基づく時価法によっ

ております。(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定しております。) 

   時価のないもの 

 移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

製品及び仕掛品は主と

して総平均法による原価

法によっております。 

原材料は移動平均法に

よる原価法によっており

ます。 

未成工事支出金は個別

法による原価法によって

おります。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、平成10年4月

1日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しております。なお、同

日以降、前事業年度末日

までにおいて建物の新規

取得はありません。主な

耐用年数は、建物(３年

～50年)、機械及び装置

(12年)であります。 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、平成10年4月

1日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しております。主な耐用

年数は、建物(３年～50

年)、機械及び装置(12

年)であります。 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。但し、平成10年4月

1日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用

しております。なお、同

日以降、前事業年度末日

までにおいて建物の新規

取得はありません。主な

耐用年数は、建物(３年

～50年)、機械及び装置

(12年)であります。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理するこ

ととしております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

  

数理計算上の差異は、

各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理するこ

ととしております。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく中

間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他(中間)財務

諸表作成のための

基本となる重要な

事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等を相殺し、中間

貸借対照表上、流動資産の

部「その他」に含めて表示

しております。 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等を相殺し、中間

貸借対照表上、流動負債の

部「その他」に含めて表示

しております。 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

  



会計処理の変更 

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

―――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,320百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,551百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

6,446百万円 

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 

受取手形 237百万円 (  ―百万円)

建物 195百万円 (  154百万円)

機械及び 
装置 9百万円 (   9百万円)

土地 364百万円 (  266百万円)

投資 
有価証券 557百万円 (  ―百万円)

計 1,364百万円 (  430百万円)

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 

受取手形 237百万円 (   ―百万円)

建物 184百万円 ( 145百万円)

機械及び 
装置 9百万円 (  9百万円)

土地 364百万円 (  266百万円)

投資 
有価証券 869百万円 (  ―百万円)

計 1,666百万円 ( 421百万円)

※２ 担保資産及び対応する債務 

 <担保資産> 

受取手形 240百万円 (  ―百万円)

建物 190百万円 ( 150百万円)

機械及び
装置 9百万円 (    9百万円)

土地 364百万円 ( 266百万円)

投資
有価証券 700百万円 (  ―百万円)

計 1,505百万円 ( 426百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期 
借入金 1,500百万円 (1,000百万円)

長期 
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む) 

500百万円 (  200百万円)

計 2,000百万円 (1,200百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期 
借入金 1,537百万円 (1,000百万円)

長期 
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む) 

500百万円 ( 200百万円)

計 2,037百万円 (1,200百万円)

 <対応する債務> 

  上記のうち( )内は内書で、工

場財団抵当及び当該債務を示して

おります。 

短期
借入金 1,540百万円 (1,000百万円)

長期
借入金 
(１年内 
返済予定 
額を含む)

500百万円 ( 200百万円)

計 2,040百万円 (1,200百万円)

―――――― ※３ 投資有価証券には、貸付投資

有価証券490百万円が含まれて

おります。 

―――――― 

 ４ 偶発債務 

―――――― 

借入債務保証  

朝日テック㈱ 31百万円

 ４ 偶発債務 

  借入債務保証  

  朝日テック㈱ 28百万円

※５ 輸出債権譲渡高 64百万円

   

 ４ 偶発債務 

―――――― 

借入債務保証  

朝日テック㈱ 30百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の「その他」のう

ち主な内容 

受取配当金 18百万円

受取地代家賃 28百万円

投資有価証券 

売却益 
6百万円

※１ 営業外収益の「その他」のう

ち主な内容 

受取配当金 25百万円

受取地代家賃 27百万円

   

※１ 営業外収益の「その他」のう

ち主な内容 

受取配当金 48百万円

受取地代家賃 56百万円

ロイヤリティ

収入 
15百万円

      

※２ 営業外費用の「その他」のう

ち主な内容 

賃貸資産 
減価償却費 

11百万円

※２ 営業外費用の「その他」のう

ち主な内容 

賃貸資産
減価償却費 

10百万円

※２ 営業外費用の「その他」のう

ち主な内容 

賃貸資産
減価償却費 

24百万円

      

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 128百万円

無形固定資産 2百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 115百万円

無形固定資産 5百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 264百万円

無形固定資産 8百万円

      

 ４ 当社の売上高(又は営業費用)

は、事業の性質上、事業年度の

上半期の売上高(又は営業費用)

と下半期の売上高(又は営業費

用)との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

同左      ―――――― 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

    
機械及び 
装置 
(百万円) 

  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額  287 163 451

減価償却 
累計額 
相当額 

 76 107 183

中間期末 
残高 
相当額 

 211 56 267

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
同左 

    
機械及び
装置 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額  302 146 448

減価償却 
累計額 
相当額 

 61 91 152

中間期末 
残高 
相当額 

 240 55 296

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械及び
装置 
(百万円)

 その他 
(百万円)   

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 302 164 466

減価償却
累計額 
相当額 

40 116 156

期末残高
相当額 

262 48 310

      

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 61百万円

１年超 206百万円

合計 267百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 67百万円

１年超 229百万円

合計 296百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 64百万円

１年超 245百万円

合計 310百万円

      

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 57百万円

減価償却費相当額 57百万円

      

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

           （減損損失について） 

減損対象となるリース資産がない

ため、項目等の記載は省略してお

ります。 

  

      

          ―――――― ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 54百万円

合計 70百万円

   

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 62百万円

合計 78百万円

   



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

（１） 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第83期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
福岡財務支局長に提出 

（２） 
  
  
  

自己株券買付状況
報告書 
  
  

      

平成17年４月11日 
平成17年５月12日 
平成17年６月10日 
平成17年７月７日 
福岡財務支局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

昭 和 鉄 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和鉄工株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、昭和鉄工株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月17日

取 締 役 会     御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  福  岡  典  昭  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

昭 和 鉄 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和鉄工株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、昭和鉄工株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、

この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月16日

取 締 役 会     御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  良  智  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

昭 和 鉄 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和鉄工株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、昭和鉄

工株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成16年12月17日

取 締 役 会     御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  福  岡  典  昭  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

昭 和 鉄 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和鉄工株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、昭和鉄

工株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この

会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成17年12月16日

取 締 役 会     御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  良  智  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 
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